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死亡時の就労状況からみた自殺既遂者の心理社会的類型について

心理学的剖検を用いた検討
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目的 わが国の自殺者数は，平成10年に 3 万人を超えて以降，11年に渡りその水準で推移してお

り，自殺予防は医療や精神保健福祉の分野に留まらず，大きな社会的課題となっている。本研

究では心理学的剖検の手法で情報収集がなされた自殺既遂事例について，死亡時の就労状況か

ら有職者と無職者に分類し，その心理社会的特徴や精神医学的特徴の比較・検討を通じて，自

殺既遂者の臨床類型を明らかにし，自殺予防の観点から有職者ならびに無職者に対する介入の

ポイントを検討することを目的とした。

方法 心理学的剖検の手法を用いた「自殺予防と遺族支援のための基礎調査」から得られたデータ

をもとに分析を行った。調査は，自殺者の家族に対して独自に作成された面接票に準拠し，事

前にトレーニングを受講した精神科医師と保健師等の 2 人 1 組の調査員によって半構造化面接

にて実施された。本研究で用いた面接票は，家族構成，死亡状況，生活歴，仕事上の問題，経

済的問題等に関する質問から構成されていた。なお，各自殺事例の精神医学的診断について

は，調査員を務めた精神科医師が遺族からの聞き取りによって得られたすべての情報を用いて，

DSM–Ⅳに準拠した臨床診断を行った。本研究では，2009年7 月中旬時点で23箇所の都道府

県・政令指定都市から収集された自殺事例46事例を対象とした。

結果 有職者の自殺者は，40～50代の既婚男性を中心として，アルコールに関連する問題や返済困

難な借金といった社会的問題を抱えていた事例が多かった。無職者では，有職者に比べて女性

の比率が高く，20～30代の未婚者が多く認められ，有職者にみられたような社会的問題は確認

されなかった。また，有職者では死亡時点に罹患していたと推測される精神障害としてアル

コール使用障害が多く認められたのに対して，無職者では統合失調症及びその他の精神病性障

害が多く認められた。

結論 自殺予防の観点から，有職者に対しては，職場におけるメンタルヘルス支援の充実，アル

コール使用障害と自殺に関する積極的な啓発と支援の充実，そして債務処理に関わる司法分野

と精神保健福祉分野の連携の必要性が示唆された。一方で，無職者に対しては，若い世代の自

殺予防に関する啓発と支援の充実，統合失調症と自殺に関する研究の蓄積の必要性が示唆さ

れた。

Key words：自殺，自殺既遂，有職者，無職者，心理学的剖検

Ⅰ 目 的

わが国の自殺者数は，平成10年に初めて 3 万人を

超えて以降，11年間に渡ってその水準で推移してい

る。自殺総合対策大綱では，自殺は「追い込まれた

末の死」であって，社会の適切な介入や精神疾患の
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適切な治療により，多くの自殺は防ぐことができる

とされており1)，社会的な問題として自殺予防の取

組がなされるようになってきている。自殺総合対策

大綱には，世代別の自殺の特徴と自殺対策の方向が

示されており，その中で中高年（30歳～64歳）は，

心理的にも社会的にも負担を抱えることが多い世代

であり，仕事に関して強い不安やストレスを感じて

いる労働者が多く，心の健康づくりとともに，長時

間労働や失業等の社会的要因に対する取組や，うつ

病の早期発見，早期治療が重要であるとされてい

る。就労状況からみた自殺予防を考えた場合，とく

に労働者の心の健康については，「労働者の心の健

康の保持増進のための指針」（平成18年)2)によっ

て，職場におけるメンタルヘルスケアの推進がなさ

れている。

厚生労働省の労働者健康状況調査3)をみると，労

働者の 6 割近くが仕事や職業生活に強い不安，悩

み，ストレスを抱えており，メンタルヘルスに何ら

かの不安を抱える労働者が決して少なくないことを

うかがい知ることができる。労働者の自殺者数は平

成10年以降増加しており，とくに働き盛りの中高年

男性の自殺率が高くなっている1)。そうした中で労

働者の「職業性ストレスによるうつ病」の問題が注

目されるようになり4)，先の指針と合わせて，職場

におけるストレスチェックやうつスクリーニングが

徐々にではあるが実施されている。ただ，物質関連

障害や統合失調症等も自殺と関連する重要な精神疾

患であること5)を忘れてはならない。我々の調査6)

では，アルコール使用障害を抱えていた自殺既遂事

例の全員が，有職の中高年男性であったことが分か

っている。従来のうつ病対策だけでは，自殺のリス

クを見過ごされてしまう可能性が捨てきれないので

はないだろうか。様々な背景を抱えた労働者の自殺

予防を考えるうえで，労働者つまりは有職者の自殺

の実態を改めて把握しておく必要がある。

その一方で，無職者の自殺予防も社会的な問題と

して取り組まなければならない重要な課題である。

職業別でみた全自殺者数に占める無職（学生・生徒

等および無職者）の割合は 6 割近くにまで上ってお

り7)，数の上でいえば有職者よりも多く，自殺予防

の対策が急がれる領域である。無職者の自殺者数の

年齢階級別構成をみると男女ともに60歳代，70歳以

上で半数近くを占めており1)，高齢者の自殺予防に

ついては，秋田県8)や新潟県9)のように，行政機関

と医療機関の協力体制の下で行った地域住民を対象

にしたうつ病のスクリーニングやヘルスプロモーシ

ョンアプローチが自殺死亡率の減少に効果をもたら

した事例が報告されている。しかしここで注意する

必要があるのは，無職者の自殺は高齢者だけに限っ

た問題ではない，ということである。昨今の経済状

況による就職難やリストラ，あるいは心身の疾患の

ために働きたくても働けない中高年無職者や30歳未

満の青少年無職者は確実に存在し，そうした人たち

が社会的に非常に弱い立場にある可能性は十分に予

想される。そうした可能性を推測させる例として，

平成20年中に都内23区で発生した硫化水素中毒死の

群発を挙げることができる。この一連の硫化水素中

毒死の事例を分析した福永・林10)は，死亡者の多く

が若年の無職者であり，精神疾患に罹患していた者

も少なくなかったと報告している。このように，比

較的若年層の無職者に対する自殺予防は喫緊の課題

といえるが，現在までのところその実態把握を含

め，十分な対策がなされてきたとはいえない状況に

ある。

以上のことから分かるように，就労状況から自殺

予防を考える際には，有職者，無職者それぞれの自

殺の実態を改めて把握しておく必要があると思われ

る。そこで本研究では，心理学的剖検調査において

収集された自殺既遂事例のデータを用いて，死亡時

の就労状況によって有職者と無職者に分類し，その

心理社会的特徴や精神医学的特徴の比較・検討を通

じて，自殺既遂者の臨床類型を明らかにすることを

第一の目的とした。さらに，そのような職業の有無

にもとづく自殺既遂者の臨床類型にもとづいて，有

職者ならびに無職者に対する介入のポイントを検討

することを第二の目的とした。

方 法

1. 心理学的剖検の手法による「自殺予防と遺族

支援のための基礎調査」について

本研究における方法を説明する前に，本研究の母

体にあたる，心理学的剖検の手法を用いた「自殺予

防と遺族支援のための基礎調査｣11)（以下，基礎調

査とする）の概要について説明しておく。

1) 対象

この調査は，基礎調査への協力に応じてくれた53
箇所の都道府県・政令指定都市において，平成19年

12月より実施されている。対象となる自殺事例は，

53箇所の自治体において，◯１平成18年 1 月～平成22
年 3 月の間に地域住民から発生した自殺のうち，◯２

死亡時年齢が20歳以上の自殺既遂による死亡者であ

り，◯３死亡後，各地域の精神保健福祉センターにお

ける個別の遺族相談もしくは遺族のつどいなどで，

その遺族と接触のあった自殺者を対象候補者とし

た。そのうえで，遺族の精神状態が調査に耐えうる

状況にあり，かつ調査協力に同意を得られた自殺既



552552 第57巻 日本公衛誌 第 7 号 2010年 7 月15日

遂による死亡者を，最終的な対象とした。

2) 方法

基礎調査では，対象者の遺族に対し，独自に作成

された面接票11)に準拠した半構造化面接を行った。

面接は，原則として精神科医と保健師などから構成

される 2 人の調査員によって行われた。調査員 2 人

のうちの 1 人は必ず研究班の行った 3 日間の調査員

トレーニング（遺族ケア，調査の内容，模擬面接）

を修了した者とし，もう 1 人は調査員トレーニング

のうち，遺族ケアの研修内容を学習していることを

必須とした。なお，情報収集源となる遺族の条件と

しては，死亡直前まで対象と同居もしくはそれに準

じる緊密な接触があった者 1 人とし，優先順位は配

偶者，父母，子の順とした。

本研究は，国立精神・神経センター（現，国立精

神・神経医療研究センター）倫理委員会の承認を得

て，十分な倫理的配慮を行ったうえで実施された。

また，調査の実施にあたっては，その都度，各地域

の精神保健福祉センターにおいて継続的な遺族ケア

を提供できる体制があることを確認した。

3) 面接票の調査変数と面接手続き

基礎調査で用いた面接票は，海外の心理学的剖検

研究のレビューと心理学的剖検パイロットスタデ

ィ12)にもとづいて作成されたものであり，生活出来

事，特定の生活歴，死亡の状況，仕事の状況，経済

的問題，生活の質，身体的健康，心の健康問題に関

する質問から構成されていた。また，各自殺事例の

精神医学的診断については，調査員を務めた精神科

医師が，遺族からの聞き取りによって得られた全て

の情報を用いて，DSM–Ⅳ13)に準拠した臨床診断を

行った。

2. 本研究における方法

1) 対象

本研究では，基礎調査において平成21年 7 月中旬

時点で23箇所の都道府県・政令指定都市から収集さ

れた自殺事例46事例を対象とした。46事例の構成

は，男性38人女性 8 人で，平均年齢は46.5歳（SD
［標準偏差]＝15.3歳）であった。

2) 分析方法

46事例について，死亡時の職業をもとに有職者と

無職者の 2 群に分類した。

有職者と無職者の 2 群のあいだで，基礎調査にお

いて収集された情報のうち，先行研究において自殺

の危険因子と指摘されている心理社会的特徴に関す

る変数，ならびに死亡時に罹患していたと推測され

た精神障害の臨床診断について比較を行った。心理

社会的特徴に関する変数の選択にあたっては，高

橋14)が指摘する自殺の危険因子，すなわち自殺未遂

歴，精神疾患の既往，サポートの不足，性別，年

齢，喪失体験，自殺の家族歴，事故傾性（accident
proneness：不慮の事故や負傷など，事故を防ぐた

めの必要な措置を取らず，自己の安全や健康を守れ

ずに事故を起こしやすい意識的あるいは無意識的な

自己破壊傾向）を参考にした。具体的には，◯１人口

学的変数（性別，年齢，婚姻歴），◯２自殺の状況

（自殺の方法，自殺時の物質使用），◯３自殺関連行動

の既往ならびにその家族歴（自傷・未遂歴，失踪

歴，家族や友人の自殺・未遂歴，事故傾性），◯４死

亡前 1 年間にみられた社会的問題（死亡 1 年前の転

職歴，死亡 1 年前の休職歴，死亡 1 年前のアルコー

ル関連問題，死亡時点の返済困難な借金），◯５死亡

前 1 年間にみられた医学的問題（死亡 1 年前の重症

の身体疾患への罹患経験，死亡 1 か月前の身体の不

調，死亡 1 か月前の睡眠障害，精神科受診歴）であ

る。また，死亡時に罹患していたと推測された精神

障害の臨床診断については，DSM–Ⅳ13)にもとづく

臨床診断の内容と精神障害診断の数を用いた。

なお年齢階級は，事例数と対象者の年齢幅が20代
から70代に分布していることを考慮し，20歳階級の

3 分割で検討した。また自殺の危険因子と心理社会

的特徴に関して，サポートの不足には婚姻歴と精神

科受診歴を，喪失体験には転職歴，休職歴，身体疾

患等を対応させて検討した。

統計解析には，SPSS Version 16.0J for Windows
(SPSS Inc, Chicago, IL）を用いた。人口学的変数の

年齢階級と婚姻歴，自殺の状況における比率の比較

には，Fisher の正確検定（Fisher's exact test）を使

用した上で，有意差が認められた場合には残差分析

を行った。その他の心理社会的特徴と，死亡時に罹

患していたと思われる精神障害の内訳の比率の比較

には，それぞれの項目毎に Fisher の正確検定を使

用した。平均年齢の比較には Student-t 検定を，精

神障害の診断の個数の比較には Mann-Whitney の

U 検定を使用し，両側検定で 5％の水準を有意とし

た。

Ⅲ 結 果

46事例のうち，有職者は31人（67.4％），無職者

は15人（32.6％）であった。有職者には，転職等で

一時的に無職になった者がいたが，死亡前 1 年間に

労働による収入を得ていたことを確認した。また無

職者には過去に就業歴がある者がいたが，死亡前 1
年間に働いておらず，労働の対価としての収入がな

かったことを確認した。有職者と無職者のあいだ

で，心理社会的特徴に関する項目を比較した結果を

表 1 に，死亡時に罹患していたと推測された精神障
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表１ 職業の有無別による心理社会的特徴の比較注1)

有職者 無職者
P 値

n＝31 n＝15

人口学的変数 性別（男） 29(93.5％) 9(60.0％) 0.01

平均年齢注2) 48.1(SD＝12.6) 43.4(SD＝19.9) 0.42

年齢階級 0.04
20～30代 9(29.0％) 9(60.0％)

調整済み残差 －2.0 2.0
40～50代 16(51.6％) 2(13.3％)

調整済み残差 2.5 －2.5
60～70代 6(19.4％) 4(26.7％)

調整済み残差 －0.6 0.6

婚姻歴 ＜0.001
未婚 4(12.9％) 10(66.7％)

調整済み残差 －3.7 3.7
既婚 24(77.4％) 4(26.7％)

調整済み残差 3.3 －3.3
離別（離婚・死別） 3( 9.7％) 1( 6.7％)

調整済み残差 0.3 －0.3

自殺の方法 0.32
縊死 17(54.8％) 9(60.0％)

飛び降り 4(12.9％) 4(26.7％)

入水 2( 6.5％) 0
薬物 1( 3.2％) 0
ガス 7(22.6％) 1( 6.7％)

その他 0 1( 6.7％)

自殺時の物質使用 0.23
アルコールのみ 5(16.1％) 0
アルコールと向精神薬の併用 2( 6.5％) 0
向精神薬のみ（複数種の服用を含む） 5(16.1％) 5(33.3％)

使用なし 19(61.3％) 10(66.7％)

自殺関連行動
の既往ならび
にその家族歴

自傷・未遂歴 9(31.0％) 5(35.7％) 1.00
家族や友人の自殺・未遂歴 23(74.2％) 8(53.3％) 0.19
失踪歴 11(35.5％) 2(13.3％) 0.17
事故傾性 19(61.3％) 6(40.0％) 0.22

死亡前 1 年間
にみられた社
会的問題

死亡 1 年前の転職歴 2( 6.5％) 1( 6.7％) 1.00
死亡 1 年前の休職歴 6(19.4％) 1( 6.7％) 0.40
死亡 1 年前のアルコール関連問題 12(38.7％) 0 0.004
死亡時点の返済困難な借金 13(41.9％) 0 0.004

死亡前 1 年間
にみられた医
学的問題

死亡 1 年前の重症の身体疾患への罹患経験 5(16.1％) 5(33.3％) 0.26
死亡 1 か月前の身体の不調 19(67.9％) 8(53.3％) 0.75
死亡 1 か月前の睡眠障害 21(75.0％) 13(86.7％) 0.28
精神科受診歴 13(41.9％) 9(60.0％) 0.35

注1) 比率の検定には Fisher の正確検定を用いて，有意差が認められた年齢階級と婚姻歴については残差分析を行った。
注2) 平均年齢の比較には，Student-t 検定を行った。
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害の臨床診断についての両群間の比較の結果を表 2
に示す。

1. 人口学的変数

性別について両群間で有意差が認められ，有職者

では男性が90％以上を占め，一方，無職者ではその
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表２ 死亡時に罹患していたと思われる精神医学的

診断内訳（合併を含む)注1)

有職者 無職者
P 値

n＝31 n＝15

いずれかの精神障害への
罹患人数 29(93.5％) 11(73.3％) 0.07

通常，幼児期，小児期，
または青年期に初めて診
断される障害

0 2(13.3％) 0.10

精神遅滞 0 2(13.3％) 0.10

せん妄，認知症，健忘障
害，および他の認知障害 1( 3.2％) 0 1.00

認知症 1( 3.2％) 0 1.00

物質関連障害 10(32.3％) 2(13.3％) 0.28

アルコール使用障害 10(32.3％) 0 0.02
薬物使用障害 0 2(13.3％) 0.10

統合失調症および他の精
神病性障害 1( 3.2％) 4(26.7％) 0.03

統合失調症 1( 3.2％) 3(20.0％) 0.10
短期精神病性障害 0 1( 6.7％) 0.33

気分障害 21(67.7％) 8(53.3％) 0.52

大うつ病性障害 20(64.5％) 7(46.7％) 0.34
気分変調性障害 4(12.9％) 4(26.7％) 0.41
双極Ⅱ型障害 2( 6.5％) 1( 6.7％) 1.00

不安障害 7(22.6％) 1( 6.7％) 0.24

全般性不安障害 5(16.1％) 0 0.16
強迫性障害 1( 3.2％) 1( 6.7％) 1.00
パニック障害 2( 6.5％) 0 1.00

身体表現性障害 1( 3.2％) 0 1.00

心気症 1( 3.2％) 0 1.00

摂食障害 0 1( 6.7％) 0.33

神経性大食症 0 1( 6.7％) 0.33

他のどこにも分類されな
い衝動制御の障害 3( 9.7％) 0 0.54

病的賭博 3( 9.7％) 0 0.54

適応障害 3( 9.7％) 1( 6.7％) 1.00

パーソナリティ障害 2( 6.5％) 3(20.0％) 0.31

その他の種類の精神障害 2( 6.5％) 0 1.00

一人あたりの平均罹患精
神障害数注2) 1.84 1.73 0.52

注1) 比率の検定には Fisher の正確検定を行った。
注2) 一人あたりの罹患精神障害数の比較には Mann-

Whitney の U 検定をを行った。
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40％が女性であった（P＜0.05）。全体の平均年齢に

ついては両群間で差は認められなかったものの，年

齢階級でみると全体で有意差が認められ（P＜
0.05），残差分析の結果，有職者は40～50代が高率

になっており，一方で無職者は20～30代が高率であ

った。婚姻状況についても全体で有意差が認められ

（P＜0.001），有職者は既婚が高率になっており，一

方で無職者は未婚が高率であった。

2. 自殺の状況

自殺の方法に関しては全体で有意差は認められな

かったが，両群いずれにおいても，50％以上の者が

自殺の方法として縊首を選択していた。また，自殺

時の物質使用についても同様に全体で有意差は認め

られなかったが，無職者では自殺時にアルコールを

服用していた事例は一例もなかった。

3. 自殺関連行動の既往ならびにその家族歴

自傷・未遂歴について両群間に有意差は認められ

なかった。また，家族や友人の自殺・未遂歴，失踪

歴に関しても両群間で有意差は認められず，両群い

ずれにおいても，その50％以上の事例に家族や友人

の自殺・未遂歴が認められていた。同様にして，事

故傾性についても両群間で有意差は認められず，有

職者の61.3％，無職者の40.0％と比較的高率に事故

傾性を確認することができた。

4. 死亡前１年間にみられた社会的問題

死亡 1 年前のアルコール関連問題（P＜0.01）と

死亡時点の返済困難な借金（P＜0.01）に両群間で

有意差が認められ，いずれの問題も有職者で多く認

められた一方で，無職者にはまったく認められなか

った（アルコール関連問題：有職者38.7％ vs. 無職

者 0％，返済困難な借金：有職者41.9％ vs. 無職者

0％）。なお，死亡 1 年前の転職歴と休職歴について

は，両群間に有意差は認められなかった。

5. 死亡前１年間にみられた医学的問題

死亡 1 年前の重症の身体疾患への罹患経験，死亡

1 か月前の身体の不調，死亡 1 か月前の睡眠障害，

精神科受診歴のいずれについても両群間に有意差は

認められなかった。なお，死亡 1 か月前の身体の不

調と死亡 1 か月前の睡眠障害については，それぞれ

両群の50％以上および70％以上という高い比率で認

められていた。

6. 罹患していた精神障害の内訳

死亡時に何らかの精神障害に罹患していたと推測

された者は，有職者の93.5％（29人），無職者の

73.3％（11人）であった。

死亡時に罹患していた精神障害のうち，最も高率

であったのは，両群のいずれにおいても気分障害で

あった（有職者67.7％，無職者53.3％）。気分障害
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全体およびその下位診断カテゴリーの罹患率に関し

ては，両群間で差は認められなかった。また，有職

者では，無職者に比べてアルコール使用障害（乱用

もしくは依存）の診断が可能と判断された事例が有

意に多く認められた（P＜0.05）。その一方で，無職

者では，有職者に比べて統合失調症およびその他の

精神病性障害の診断が可能と判断された事例が有意

に多く認められた（P＜0.05）。その他の精神障害の

診断については，両群間で有意差は認められなかっ

た。なお，DSM–ⅣにおけるⅠ軸・Ⅱ軸を総合し

た，罹患する精神障害の総数については，両群間で

差は認められなかった。

Ⅳ 考 察

1. 本研究の位置づけ

本研究は心理学的剖検の手法を用いて得られた

データをもとにして，自殺した有職者と無職者それ

ぞれの心理社会的ならび精神医学的特徴について検

討した研究である。効果的な自殺予防対策を展開し

ていくためには，職業の有無による自殺者の特徴を

踏まえた支援・介入ポイントを明らかにすることが

必要である。

結果に関する考察に入る前に，ここでわが国の自

殺者全体のなかで本研究の対象がどのような位置づ

けにあるのか確認しておきたい。警察庁の平成20年
中における自殺の概要資料7)によると，職業の有無

別でみた自殺者数は，有職者（自営業・家族従業者

および被雇用者・勤め人）が37.8％，無職者（学生・

生徒等および無職者）が59.7％であり，有職者と無

職者の男女の構成割合は，有職者の86.1％，無職者

の60.4％が男性と報告されている。また，警察庁の

自殺統計にもとづいて集計された資料（各都道府県

における自殺の概要)15)によると，平成18年の自殺

者の有職者と無職者の年齢階級別構成割合は，有職

者の20～30代が29.9％，40～50代が52.2％，60歳以

上が17.9％であり，無職者の20～30代が22.0％，40
～50代が30.2％，60歳以上が47.8％であった。以上

より，自殺に関する全数データと比べて，本研究の

対象は有職者の割合が高く（あるいは，無職者の割

合が低く），無職者の20～30代の割合が高い一方で

60～70代の割合が低いといった特徴があることが分

かる。なお，有職者と無職者における男女比につい

ては，全数データとほぼ一致しているといえる。

さて，本研究では，有職者と無職者とのあいだに

以下の三つの差異が確認された。第一に，有職者で

は，無職者に比べて男性の比率が高く，40～50代を

中心とし，既婚者が多く認められたのに対して，無

職者では，有職者に比べて女性の比率が高く，20～

30代を中心とし，未婚者が多く認められたことであ

る。第二に，有職者では，死亡前 1 年間にアルコー

ル関連問題と死亡時点の返済困難な借金といった問

題を呈していた者が多かったのに対して，無職者で

は，これらの問題を呈していた者は一人もいなかっ

たことである。そして最後に，有職者では死亡時点

に罹患していたと推測される精神障害としてアル

コール使用障害が多く認められたのに対して，無職

者では統合失調症およびその他の精神病性障害が多

く認められたことである。

死亡時職業の有無別でみた自殺者の特徴および自

殺予防の介入ポイントについて，以下にくわしく考

察をしたい。

2. 有職者の自殺

1) 有職者の特徴

本研究における有職者の特徴として，40～50代の

男性で既婚者の割合が高いことが明らかになった。

こうした特徴は，いわゆる「働き盛りの中高年男性」

と言われる生活背景を有していることが考えられ

る。これは平成10年にその数が急増し以降も高水準

を維持している中高年自殺者1)と共通した特徴であ

る。従来から指摘されている通り16)，中高年労働者

の自殺予防に焦点をあてることは妥当であり，その

必要性が改めて示唆されたといえる。

先行研究によれば，本研究の有職者の特徴であっ

た，アルコール関連問題と返済困難な借金という，

二つの社会的問題は，いずれも自殺のリスクを高め

る要因であるとされている。アルコール関連問題に

関していえば，アルコールの薬理作用が抑うつ状態

を悪化させ，自身に対する攻撃性や衝動性を高め，

心理的視野狭窄を促進させることで，自殺行動のリ

スクを高めることが指摘されており17)，わが国では

専門医療機関に入院したアルコール依存・乱用患者

における高率な自殺企図歴を報告した研究があ

る18,19)。また，返済困難な借金に関していえば，負

債を抱えていることが自殺念慮や自殺未遂の危険因

子であるという報告20)や，わが国では金子ら21)によ

って失業率とともに，世帯負債比率が自殺率に影響

を与えることが明らかにされている。

本研究における有職者の精神医学的特徴として，

気分障害だけでなく，アルコール使用障害への罹患

率も高いことが挙げられる。このことは，前述した

死亡 1 年前にアルコール問題を呈した者の割合が高

いことと一致する結果であった。すでに我々は，死

亡 1 年前にアルコールと関連した健康問題や日常生

活への支障といった諸問題を抱えていた自殺既遂者

は，全員が男性有職者でその 8 割にアルコール使用

障害の診断が可能であったことを報告している6)。
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本研究の結果は，有職者の自殺の背景にある精神疾

患としてアルコール使用障害の重要性を改めて確認

するものと考えられる。

2) 有職者の自殺予防の介入ポイント

以上のことから，有職者に対する自殺予防の介入

ポイントとして，以下の二点を挙げることができ

る。一つは，企業の健康管理センターなどの産業保

健を中心とした，職場におけるメンタルヘルス支援

のいっそうの推進である。ただし，従業員50人未満

の中小・零細企業従事者や自営業者の場合には，こ

うした産業保健的支援から漏れてしまうことが少な

くない。そこで，市町村事業におけるメタボリック

健診を活用して，精神障害に関する啓発とスクリー

ニングを行っていく必要があるかもしれない。

なお，精神障害の啓発やスクリーニングは従来，

うつ病に特化して行われてきたが，本研究から，は

アルコール関連問題に対して積極的に取り組む必要

があることが明らかにされた。アルコール関連問題

を抱えた人はややもすると自身の問題を過小視し，

医療的な援助を受けることに抵抗をする傾向があ

る22)。それだけに，産業保健や地域保健のなかで早

期発見，早期治療につなげていくことが重要であ

る。そのためにも，専門家や専門外来といったアル

コール医療の拡充や，各地域の断酒会等の自助グ

ループとの連携が求められるといえよう。また，地

域住民や企業に対して，中高年男性のアルコール関

連問題と自殺との密接な関係について啓発活動も必

要であろう。

もう一つは，借金の問題解決を担う司法の分野と

精神保健分野の連携である。勝又ら23)が指摘するよ

うに，負債を抱えた自殺のハイリスク者には，経済

的・法的介入と精神保健的介入は相補的な支援とし

て提供されるべきであり，そのためにも司法と精神

保健との連携が強く求められるといえよう。医療関

係者，精神保健福祉センターや保健所のメンタルヘ

ルス担当者との研修会に司法関係者が参加したり，

事例検討会を共同開催したりすることで「顔の見え

るネットワーク｣24)を築き上げていくことが，自殺

予防の視点からの借金の問題介入に重要であると思

われる。

3. 無職者の自殺

1) 無職者の特徴

本研究における無職者の特徴として，20～30代，

未婚者および女性の割合が高いことが明らかにされ

た。女性の割合については，警察庁の平成20年中に

おける自殺の概要資料における職業別の男女比（無

職男性60.4％，無職女性39.6％）を考慮すると妥当

な結果と考えられる。また配偶関係別の自殺の状況

では，20代・30代の自殺者は男女とも未婚が最も多

くなっていることが報告されており1)，本研究結果

を支持するものと考えられる。警察庁の統計では，

平成17年を境に中高年の自殺は減少傾向にあるのに

対して，20～30代は平成10年以降確実に増え続けて

おり，昨年は30代の自殺率の増加が歴代で最高とな

り，平成20年に問題化した硫化水素自殺者数のうち

約60％が無職者で，20～30代が自殺者数の半数以上

を占めていたことも報告されている10)。以上のこと

は，比較的若い世代の無職者に対する自殺予防対策

が今後ますます重要であることを示しているといえ

よう。

本研究における無職者は，統合失調症およびその

他の精神病性障害に罹患していた者が多かったが，

これは，生まれながらにしてもしくは人生の比較的

早期の段階という，社会経験を積むよりも以前に障

害を抱えているという特徴を抱えているといえよ

う。統合失調症は青年期を中心として最も多く発症

しやすく，精神症状の再発が経過に大きく影響し，

再発の度に社会への適応が困難になることも明らか

となっている25)。また厚生労働省の「身体障害者，

知的障害者及び精神障害者就業実態調査の調査結果

について｣26)によると，精神障害者の就労状況は

17.3％であり，これは身体障害者（43.0％）や知的

障害者（52.6％）における割合を大幅に下回ってい

る。これらのことは，本研究における対象者が自殺

時点で無職であったのは，単に不景気による雇用の

悪化だけが問題ではなく，むしろその背景には，不

幸にして人生早期に得た精神障害のために就労能力

に制限があった可能性も無視できないことを示唆し

ている。

無職者の自殺というと失業によって自殺に追い詰

められるイメージが一般的かもしれないが，サンプ

ル数の少なさといった限界はあるものの，無職者の

自殺は決して失業者に限ったことではないことが示

されたといえよう。なお，自殺の概要資料7)では，

無職者の自殺者数（19,251人）における失業者の自

殺者数（1,890人）の割合は9.8％であり，最も多い

のはその他の無職者（8,644人）で44.9％である。

その他の無職者が，精神障害を抱え就労が困難であ

った人たちであるかどうかの分類は不明であり，詳

細な把握が望まれる。そうした中で本研究結果は，

自殺した無職者の実態を明らかにするための手がか

りとなったことが予想される。

2) 無職者の自殺予防の介入ポイント

本研究の結果から，無職者に対する自殺予防の介

入ポイントとして次の二点を挙げることができる。

第一に，若い世代の無職者に対する対策にあたって
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表３ 本研究における有職者と無職者の自殺の臨床

類型

有職者 無職者

性別 男性が 9 割 男性が 6 割

年代 40～50代が多い 20～30代が多い

婚姻 既婚者が多い 未婚者が多い

社会的問題 返済困難な借金のリ
スクを抱えやすい

精神疾患
気分障害に次いでア
ルコール使用障害が
多い

気分障害に次いで統
合失調症およびその
他の精神性障害が多
い

介入ポイント

職場におけるメン
タルヘルス支援

アルコール使用障
害に関する啓発と
支援の充実

債務処理に関わる
司法分野と精神保
健福祉分野の連携

若い世代の自殺予
防に関する啓発と
支援の充実

統合失調症と自殺
の関連性について
のデータの蓄積

孤独な生きづらさ
を和らげるような
精神保健福祉的支
援
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は，単に雇用の促進だけではなく，精神保健的支援

を行う必要があるということである。精神障害を抱

えた，無職かつ未婚の若年者のなかには，同年代か

ら遅れをとっていることに強い焦燥と将来への不安

を抱き，なかには家族に対する罪悪感や引け目意識

に苦しんでいる者も少なくないと推測される。こう

した若年者に対する就労訓練や家族への心理教育や

相談支援，生活支援といった，従来行われてきた精

神保健的支援をいっそう強化していくことが精神保

健福祉的支援とともに，若い世代の自殺予防の重要

性を広く社会に発信していくことが必要である。

第二に，うつ病以外の精神障害，とりわけ統合失

調症と自殺の関連についての実態把握である。

WHO の調査では，統合失調症は自殺既遂者が罹患

していた精神疾患のうち，気分障害，物質関連障害

に次いで，三番目に多い精神疾患であり，統合失調

症の生涯自殺率は4.9～13％であることが報告され

ている27,28)。統合失調症者の自殺年齢は，30歳代が

最も多いという報告もあれば29,30)，自殺の 3 分の一

は45歳以降に起きているという報告もある31)。また

統合失調症の自殺の危険因子に関して，心理社会的

な要因による抑うつや絶望感に着目する報告もあれ

ば32)，精神病症状の急激な悪化時に着目する報告も

ある30,33)。このように統合失調症と自殺の背景につ

いては先行研究において相違がみられ明らかでない

部分も多い。統合失調症者への自殺予防の支援の在

り方を考える上で，統合失調症と自殺についての実

態を把握するために関連研究の蓄積が求められる。

表 3 に，本研究の対象における職業の有無別でみ

た自殺者の特徴と，自殺予防の介入ポイントについ

て整理したものを示した。

4. 本研究の限界

本研究にはいくつかの限界があるが，ここでは，

とくに主要な二つの点を挙げておく。第一の限界

は，対象の代表性である。本研究の対象者は，あく

までもその遺族が各地域の精神保健福祉センターに

おける遺族ケアなどにアクセスし，調査に同意した

者に限られている。しかも，単身の自殺既遂者など

は前提として調査対象から除外されている。このよ

うに代表性が充分に保証されていない少人数の対象

者のために，多変量解析を行うことができず，交絡

要因の調整を行えなかったことが課題である。警察

庁の自殺の概要資料7)と本研究における有職者と無

職者の比率の差にはこうした限界が影響しているこ

とは充分に考えられる。したがって，本研究の結果

を，ただちにわが国における職業別でみた自殺既遂

者の一般的特徴とするには慎重にならなければなら

ない。

第二の限界は，対象となっている自殺既遂者に関

する情報源が家族であるという点である。同居して

いたとはいえ，家族が知り得る対象者本人の情報範

囲には自ずと限界があり，さらにまた，記憶想起の

バイアスが混入した可能性も否定できない。

これらの限界は，心理学的剖検研究に対する，科

学性という観点からのよくある批判，たとえば「対

象に偏りがある」，「遺族からの話だけでは情報源と

して偏りがある」など34)と同じものであるが，自殺

既遂者の生前の情報を得るためには，他の適切な方

法がないこともまた現実である。大多数の遺族から

の協力が得られたフィンランドのような国を挙げて

の心理学的剖検35)等の一部を除いて，心理学的剖検

研究の多くが，こうした限界をふまえたうえで，自

殺には複数の要因が関与していることを明らかにし

ている34,36,37)。

以上のような限界はあるが，本研究はわが国でも

数少ない心理学的剖検の手法を用いて，死亡時の就

労状況から自殺既遂者の心理社会的類型について検

討したことは意義があると思われる。平成20年10月
に一部改正された自殺総合対策大綱（「自殺対策加

速化プラン」）の中に，「うつ病以外の精神疾患等に

よるハイリスク者対策の推進」として「うつ病以外

の自殺の危険因子である統合失調症，アルコール依

存症，薬物依存症等について，調査研究を推進する

とともに，継続的に治療・援助を行うための体制の

整備，自助活動に対する支援等を行う｣1)として，
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うつ病以外の精神疾患が初めて記載された。本研究

から，うつ病以外の精神疾患に対する自殺予防の取

り組みの必要性が実証的に示されたことは大いに意

義があると思われる。今後は，さらに対象数を増や

すとともに，年齢，性別，居住地を一致させた対照

群との比較，および人口動態統計などの全数データ

の参照，有職者を業種別で詳細に分類した上での分

析などを通じて，わが国における自殺の実態把握と

自殺予防対策の推進に向けた研究を進める必要が

ある。

本研究は，平成20年度厚生労働科学研究費補助金（こ

ころの健康科学研究事業）「心理学的剖検データベースを

活用した自殺の原因分析に関する研究（主任研究者：加

我牧子）」の分担研究「心理学的剖検の実施および体制に

関する研究」によるものである。調査にご協力いただい

たご遺族の方々，ならびに調査員としてご協力いただい

た各都道府県・政令指定都市職員の方々に心より御礼申

し上げます。

（
受付 2009.10. 5
採用 2010. 3.23）
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Psychosocial classiˆcation of suicide completers by employment situation:
A psychological autopsy study

Masato AKAZAWA*, Toshihiko MATSUMOTO2*, Yotaro KATSUMATA*, Masahiko KITANI*,
Seiko HIROKAWA*, Yoshitomo TAKAHASHI3*, Norito KAWAKAMI4*, Naoki WATANABE5*,

Masami HIRAYAMA6*, Akiko KAMEYAMA7*, Yukari YOKOYAMA8*,9* and Tadashi TAKESHIMA*,2*

Key words：suicide, completed suicide, the employed, the unemployed, psychological autopsy

Objective This study sought to clarify psychosocial and psychiatric diŠerences of suicide-completers depen-
dent on their employment situation.

Methods Since December 2007, we have been conducting a Japan-wide study on suicide-completers using a
psychological autopsy method, a semi-structured interview by a psychiatrist and a mental health
professional including a public health nurse with the closest bereaved. Items questioned included fa-
mily environment, suicide situation, life history f, labor situation, economic problems, and psy-
chiatric diagnosis according to DSM–IV criteria at the time of death. As of July 2009, we had collect-
ed psychosocial and psychiatric information for 46 Japanese suicide cases.

Results More than half of 31 suicide-completers with a job at the time of their death were married men
aged 40～59 (mean age 48.1±12.6). Many had socialdi‹culties such as alcohol-related problems or
debt (38.7％ and 41.9％, respectively). More than sixty percent of the 15 unemployed suicide-com-
pleters were unmarried and aged 20～39 (mean age 43.4±19.9). The percentage of women in the
unemployed suicide-completers was signiˆcantly higher than that for women with a job. Although so-
cial problems were not conˆrmed in the unemployed, the prevalence of alcohol use disorders was sig-
niˆcantly higher in suicide-completers with a job than in those who were unemployed. However, the
prevalence of schizophrenia was signiˆcantly higher in the unemployed.

Conclusions Our ˆndings suggest that to prevent suicide of those with a job, enhanced mental health support
in the workplace and a better understanding of the association between alcohol use disorders and sui-
cide are required. To prevent suicide of those who are unemployed, mental health support for the
younger generation, particularly in cases with schizophrenia, is recommended.
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